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名取市
男女共同参画計画

宮城県名取市
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21世紀は ジェンダーによる固定的な役割分担意識や

それを反映した社会慣行は改めなければなりませれ

男女が手をたずさえ協力し合ってはじめて、

男性も女性も一人ひとりが個人として尊重され、

自分らしく生きることができる社会が実現すると考え、
「′ヽンドインハンド21」 と名付けました。

～市民からの公募による～
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名取市男女共同参画計画

「Hand in Hand 21」 の

策定にあたって

21世紀の扉が開かれた今、私たちを取り巻 く社会

情勢は、少子・高齢化や情報化、国際化の急速な進

展などにより、大きな変革期を迎えています。

このような変化に対応し、豊かで活力ある社会を

築いていくためには、女性と男性力壮 会の対等な構

成員として、あらゆる分野に参画し、喜びも責任も

分かち合う男女共同参画社会の実現が重要な課題と

なっております。

本市では平成13年3月、「名取市女性生き生きプ

ラン策定懇談会」より男女共同参画社会に向けた提

言書を受けました。この提言書を踏まえ、これから

の社会の変化に対応できるよう「名取市男女共同参

画計画・Hand lll Hand 21Jを策定いたしました。

この計画は、本市の男女共同参画社会の実現に向

けて、取 り組むべき施策を総合的に推進していくた

めの行動計画です。

今後は、この計画の着実な推進を図ってまいりた

いと考えておりますので、皆様のご理解とご協力を

心からお願い申し上げます。

最後にこの計画の策定にあたり、提言をいただき

ました名取市女性生き生きプラン策定懇談会の委員

の曽様及び貴重なご意見をお寄せ くださいました多

くの市民の方々に、心から御礼申し上げます。

平成14年3月

名取市長 石 川 次 夫
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計画の基本的な考え方

1 計画策定の趣旨

この半世紀余りの間に、我が国では、国際社会の影響を受けなが

ら、男女平等の実現に向けて様々な法制度が整備されてきました。

その結果、法律や制度上での男女平等は大きく前進しました。

しかし現実には、長い歴史の中で培われてきた固定的な性別役割

分担意識とそれにもとづ く社会的な慣習、行動様式などが私たちの

生活の中に深 く浸透しています。このことは、女性の人間としての

尊厳や基本的人権を侵害し、自立や自己実現を妨げる要因となって

いるだけでなく、男性にとっても多様な生き方の選択を狭め、個性

を発揮する上での障害になっています。したがつてこれは、社会に

生きるすべての人々の問題であると言えます。

それぞれがより質の高い豊かな生活を実現するためにも、そして、

社会的・経済的環境の変化による様々な問題に対して新たな解決の

道を開くためにも、女性も男性も、お互いにその人権を尊重し、喜

びも責任も分かち合いながら、性別にとらわれることなくあらゆる

分野でその個性 と能力を十分に発揮できる社会、「※男女共同参画社

会Jを創ることが求められています。

名取市では、まちづ くりの基本理念に
'元

気な都市・名取Jを掲

げていますが、それを実現するためにも、男女共同参画社会の形成

は不可欠であると言えます。

この計画は、男女共同参画社会の実現をめざし、それに向けての

取り組みを総合的かつ計画的に推進するために策定したものです。

※男女共同参画社会 :女性も男性も、お互いにその人権を尊重し、喜びも責任も分かち
合いながら、性月」にとらわれることなくあらゆる分野てその個性と能力を十分に発揮て
きる社会。

※イコール バートナーシップ :男女が性別にかかわりなく互いの人権を尊重し、自ら
の意思によつて社会のあらゆる分野の活動に参画する機会が確保され、お互いが支え合
ιヽ、権利も責任も分かち合える関係。
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2 計画策定の背景と経緯

1.国際的な動き

国際連合は、1975(H召和50)年を 「国際婦人年Jと 定め、女性の地位向上をめざし、世

界的規模で行動 してきました。同年に開lFさ れた ]]際婦人年世界会議Jでは、「世界行動

計画」が採択されました。

また、1976(H召和51)年から1985(昭 和60)年の10年間を 「国連婦人の十年J とし、

世界各国にnt'1の lll進を呼びかけました。

1979(昭和54)年 には、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 (女子

差別撤廃条約)Jが国連総会で採択され、翌年の 「
国連婦人の十イ

「 中間年世界会議」におい

て署名式が行われました。

1985(1″ 和60)年の 「国連婦人の十年最終年世界会i義Jでは、西暦2000年に向けた

「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」が採択されました。

1995(平成7)11に は、「
'第4回世界女性会IIIJカツヒ京で開催され、「北京宣言J及び

2000年 までに世界力淑 り組むべき行動の指針となる 「行動綱領」力鞣 択されました。

そして、2000(平成12)年には、国連特別総会 「ス女性2000年会議Jがニューヨークで

開催され、「政治宣言Jと 今後の具体策を盛 り込んだ 「北京宣言及び行動綱領実施のための

更なる行動 とイニシアティフも 力沸K択されました。

2.国 内の 動 き

こうした国際的な流れの中で、国内では、1975(昭和50)年に婦人間題企画推進本部を

設置し、1977(昭和52)年には、向こう10年間の女性施策の指針となる「FTl内行動計画」

を策定しました。

この間、男女雇用機会均等法の制定をはじめとする男女平等に関する法律・Ill度面の整備

を進め、1985(1=和60)年に「女子差別撤廃条約Jを批准しました。

1987(昭和62)年 には、男女共 F・J参力n型社会の形成を総合日標とする 「西暦2000年 に

向けての新|工1内行動言Hll(新 国内行動 tl画 )Jを策定しました。1991(平成3)年にはこの

計画が見直され、総合日標が 「男女共同参加」から「男女共同参画Jへ と改められています。

1996(平成8)年には、前年に開催された第4回世界女性会・rtでの北京宣言及び行動綱領、

男女共同参画審議会が答中した「男女共同参 IIビ ジョンJを受けて、「男女共同参画2000年

プランJが策定さオ、 21世紀を目標とした施策の方向性が/」 Nさ れました。

1999(平成ll)年には、男女共同参画社会についての基本理念を明らかにし、1子来に向

かつて取り組みを総合的かつ計画的に推進するため、け男女共同参画社会基本法Jが成立し

ました。

さらに2000(平成12)1:に は、男女共同参画社会基本法にもとづ く「男女共同参画基本

計画」が策定されました。



3.宮城県の動き

宮城県においては、1976(昭和51)年、女性行政の窓口を生活環境部県民課に設置 し、

女性にかかわる施策の調整を図るとともに、1980(昭和55)年、女性行政関係課で構成す

る 「
婦人関係行政推進庁内連絡会議」を設置しました。1981(14和 56)年には、担当課を

「婦人青少年課」 と改め、さらに 「宮城県婦人‖l題懇談会Jを設置しました。1983(昭和

58)年、懇談会からの 「婦人の地位向上、能力開花、社会参加 と新しい家庭の創造Jを め

ざす提言を受け、1984(昭和59)年、長期展望に立った女性施策
「みやぎnl・l人施策の方向

-211■紀への助走一Jを策定しました。さらにこの成果を踏まえ、1990(平成2)年、
「み

やぎ婦人施策推進基本計画―男女共同参加型社会の形成をめざして一Jを策定 しました。

1996(平成8)年に設定 した 「宮城県男女共同参画推進委員会」に 「宮城県における男女

共同参画社会の実現に向けての推進施策並びに宮城県女性行動計画についてJ諮問 し、

1998(平成10)年 に答中を受けて、21世紀に向けた男女共同参画社会の実現をめざす 「み

やぎ男女共同参画推進プランJを策定しました。

2001(平成13)年、男女共同参両社会の実現をめざして 「宮城県男女共FII参画推進条例」

を制定 しました。

4.名取市の取 り組み

名取市においては、1997(平成9)年4月 、教育委員会生涯学習課に「女性青少年室」を

設置し、同年ll月 には「名取市女1生生き生きプラン策定懇談会Jが発足しました。

1999(平成11)年 9月 には、名収市の実態を的確に把握するため、「男女共同参画に関す

る市民意識調査」を実施 しました。

また、名取市地llttlA・ 人団体連絡協議会や各団体の女性部と連携 し、各種事業や行事等に女

性の積極的な参加を求め、男女平等意識の高揚に努めてきました。

2001(平成13)113月 、名取市女性生き生きプラン策定懇談会がこれまでの名取市の実態

や意識調査等を参考にしながら、男女がお互いによきパー トナーとしてあらゆる分野に参画

する 「男女共同参画に向けた提言書Jを とりまとめました。

※第4回世界女性会議(P5):1995年 9月 に北京で閥催された世界女性会議。これまでの女性会議の3つのテーマ 平

等 開発 平和のスローガンに 'アクシヨン フォー・ という言葉が加わり、結果の平等をめざすための行動をとう起

こすかが焦点となつた。キーワートは女性のエンパワーメントと男女のパートナーシップ。「女性に対する暴力」は過

去3回の女性会議になかつたもので、北京会議て大きく取り上げられた。

X女性2000年会議(P5):21世 紀に向けての男女平等 開発 平和 〈Women2000:gender equaltty,develop―
ment and peace For the twenty-1,st century)が  6月 5日 から9日 までニューヨークの国連本書:で 開かれた。こ

の会議はこれまで開催された4回の女性会議とは位置づけが異なり、国連特月,総会として行われた。そのためNGOフ ォ
ーラムは開催されず、代わりにNGOオルタナティブ レボートを伸成して、NGOの意見を2000年会議に反映させた。

×男女共同参画社会基本法 (P5):男女共同参画社会の形成に関する基本理念として、O男女の人権の尊重、②社会に
おける制度又は慣行についての配慮 ③政策等の立栞及び決定への共同参画、④家庭生活における活動と他の活動の両
立 ⑤国際的協調を定め 国や地方公共団体、国民のそれぞれの目務を田らかにしている。
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3 計画の性格と役割

この計画は、男女共lnl参画社会への世界的な動向や、「男女共同参画社会基本法J及び
「男女共同参画基本計画J(l■ |)、

「みやぎ男女共同参画推進プランJと の整合性を図 りながら、
「名取市第四次長期総合.F画」の基本理念である「元気な都市・名取Jの実現に向けて推進

する部門計画として位置づけます。「男女共同参lmIに 朕|す る市民意識調査J結果、名取市女

性生き生きブラン策定懇談会による「男女共同参画に向けた提言書J等を踏まえてとりまと

めています。

そしてこの計画は、以下のような役割を担います。

①名取市における男女共同参画に関する行政を、長期的、総合的かつ計画的に推進する際の

指針となるものです。

②市民、職場、地域社会等が一体となって、名取市の男女共同参両社会の実現に向けて取り

組むための指夕1と なるものです。

③市の枠を超えた、国や県等の関係機関に対しては、市として求めていく要請や調整、連

携・協力の手がかりとなるものです。

4 計画の期間

この計画は、名取市第四次長期総合計画との整合性を図るため、14成14年度を初年度とし、

平成22年度を目標年度とする9か年計画とします。なお、社会環境の変化などに的確に対応

するため、中間年度に計画前半の進捗状況を検証し、必要に応じて計画の見直しを行います。



計画の内容
1 基本理念

基本理念とは、男女共同参画社会推進における基本となる考え方

を示すものであり、名取市にかかるすべての人々が共有する規範 と

なるものです。

名取市は今、男女共同参画社会への本格的な取 り組みのスター ト

をきったところです。

歴史や文化にもとづ く地域特性を尊重しつつ、 一人ひとりがIJ定

的な意識や慣習を問い直すところから一歩ずつ前進し、名取市にか

かるすべての人々が男女共lH参両社会の実現に向けてともに取 り組

んでいかなければなりません。

そこで、名取市における男女共同参画社会の基本理念を、以下の

ように掲げます。

女と男、互いに認め、ともに輝きともに創る

これにもとづき、それぞれの取 り組みを進めていきます。
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2 基本目標

基本理念にもとづきそれぞれの取り組みを進めていく上での基本目標を以下のように設定

しました。

[基本目標1]男女共同参画社会に向けた意識改革

「女だからJ「男たからJといつた、固定的な性別役割分担意識やジェングーにもとづく偏見は、家庭や

職場、地域などあらゆるところに根強く残つています。一人ひとリカ`日常生活を見直し、固定観念に気づ

き、男女共同参画意識を形成できるよう、書発や情報提供、学習 教育機会などの充実を図ります。

[昼本目標2]男女が尊重 し含える社会の実現

女性の尊厳を傷つけ人権を侵害する暴力は、被害女性に深刻な影響を与えるものであり、男女共同参画

社会を形成していく上での大きな障壁です。このため、女性へのあらゆる暴力を許さない照liづくりを進

めます。また、女性が生涯を通じて、自らの身体と性について自己決定する権利が保障されるよう、環境
づくりを進めます。

[基本目標3]政策・方針決定の場への女性の参画

男女共同参画社会においては、公的 私的を問わずあらゆる分野の活動の政策 方針を決定する際に男

性、女性双方の意思を反映させることが根幹となりますが、実現には程通い状況にあります。このため、

政策 方針決定の場への女性の参画を進めます。また、女性が自らの能力を向上させ、社会においてゆる

きない地位を確立できるよう支援します。

[塁本目標4]家庭生活における男女共同参画の促進

家庭生活における役割のほとんどは女性が担つているのが現状です。特に男性の家庭生活への参画を促
し、男女がともに家庭責任を担い、他の活動とのバランスのとれた生活を送ることができる生活環境づく

りを進めるとともに、子育てや介護の負担を軽減し、41会的に支えるための条件整備を進めます

[基本目標5]地域における男女共同参画の促進

地域社会活動においても男女共同参画が進んでいるとは言えない状況にあります。このため、地域社会

活動のこれまでのあり方を見直し、男女がともに地域社会活動に積極的に参画できる環境づくりを進めま

す。また、高齢者等が安心 安全な生活を送れるよう地域社会全体での支援を進めるとともに、積極的に

社会参画できる環境づくりを進めます。

[基本国標6]就業における男女共同参画の促進
就労における実質的な男女平等は、男女が同等な機会と条件力与 えられて初めて実現するものですが、

格差は依然として残つています。このため、労働条件の整備を進めるとともに、女性の職業能力の開発や

多様な働き方への支援を進めます。また、男女がともに仕事と家庭や地域における活動とをバランスよく

担えるような働きやすい環境づくりを進めます。



3 男女共同参画社会実現のための各主体の役割

この計画を推進し、男女共同参画社会を実現するためには、行政はもとより、個人、熟建、

事業者等の地域を構成するあらゆる主体がそれぞれの役割を果たすとともに、相互に連携、

協力を図つていくことが、大前提となります。

[市民の役割]

二一人ひとりが、男女共同参画社会の基本理念を理解し、身近な生活の中で、男女共同参画

意識を高めていくこと。

女性も男性も、家庭的責任を共有し、就業や地域活動においても権利と責任を分かち合い、

様々な活動に積極的に参画すること。

¬男女共同参画の形成に向けた取り組みに対して、積極的に参画すること。

[事業者の役割]

I地域社会の一員として、法制度の趣旨にのっとり、事業活動の中において男女共同参画を

積極的に推進すること。

口男女共同参画の形成に向けた取り組みに対して、積極的に参画すること。

[行政の役割]

市民、事業者、国や県、関係機関と十分な連携・協力をFXlり ながら、男女共同参両社会の

形成に向けた施策を実施すること。

■市民や事業者に対して男女共同参画社会の基本理念の浸透を図ること。

|1地域において模範となるよう、自らの男女共同参画を積極的に推進すること。

■
‐

■|:
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第2章

4 施策の体系

共 5
同 地
参 域
画 に
の お
促 け
進 る

男
女

基本課題

1男女共同参画を確立するため
の意識づくリ

2男女共同参画の視点に立った

教育の推進

1女性に対する暴力の根絶

2女性の生涯にわたる健康保持

のための環境づくリ

1政策 方針決定の場への女性

の参画

2女性のエンパワーメントの促進

施策の方向

_①男女共同参画意識の醸成
②男女共同参画に関する調査研究と情報の収集及び提供

①男女共同参画の視点に立つた家庭教育の推進
_②男女共同参画の視点に立つた幼児教育 学校教育の推進

③男女共同参画の視点に立つた社会教育の推進

①女性に対する暴力を根絶するための環liづくり
_②被害者への支援体制の整備

③メディアにおける人権侵害の防止

一①リプロダクティブ ヘルス/ライツの浸透
②心身の健康保持のための環境整備

①審議会等への女性の豊用促進
②企業や団体等における女性の資用促進~③
市における女性職員の登用促進

_①人材育成と情報の提供
②団体等の活動支援
③男女共同参画推進の拠点となる機関の設置

―①家庭生活への共同参画の促進

①子育て環境の整備
②子育て支援体制の整備

_①介護サービスの充実
②介護サービス提供体市Iの整備

①男女共同参画の視点に立った地域社会活動等の推進
_②地域社会活動に関する情報提供

③人材育成と地域社会活動への支援

①高齢者等に対する福祉の充実
②高齢者等の社会参画の促進

―①国際交流活動の推進
②国際的な女性問題の理解促進

①女性の就労条件整備~②
仕事と家庭生活等の両立支援

_①多様な労働形態の条件整備
②就業や再就職、起業に対する支援

３
政
策
　
方
針
決

定
の
場
へ
の
女
性

の
参
画

1男女がともに

家庭責任を担える環境づくり

2子どもを安心して

生み育てられる環境づくり

3介護を社会的に支える

環境づくリ

1男女がともに地域社会活動に

参画する環境づくり

2あらゆる人の社会参画の促進

3国際交流の推進

1男女がともに

働きやすい環境作り

2多様な労働形態の条件整備



計画の推進
1 推進体制の確立

□男女共同参画施策を総合的に展開してい くため、男女共同参画

行政を専門に担当する部署の設置を検討 します。男女共同参画施

策推進の中枢組織 となるものです。

日本計画を総合的かつ効果的に推進するため、「男女共同参画計画

策定検討委員会」を母体 とする 「男女共同参画推進本部 (仮称 )」

を設置し、これを1■きに各課間の調整・連携を図 りながら、全庁

的に取 り組みます。

コ地域が一体 となった男女共同参画社会への取 り組みにつなげる

ため、「名取市女性生き生きプラン策定懇談会」を母体とする 「
男

女共同参画推進委員会 (仮称)」 を設置し、これを中心に各主体間

の連携を図ります。

[学習機会、情報提供、啓発活動、相談体市1等の充実など、男女

共同参画を推進するための拠点となる機関の設置を検討します。

■国・県・近隣市町村・関係機関等 との連携 と相互協力体制の強

化を図ります。

＼



|■ ■,11.:itil11)i● IIril■ lF

「‖11の実効円:を確衡tす るために、女‖:青少年室力■しさとなって「‖1の進捗状況を把1■ し、

定り
'l的

に「卸叫の進行竹理を行います.ま たは1係機は1と 連1;ち を図り、各 il体の取り剤|み状況

のlLlliに 努めます.

名取市て策定する各「「の言‖‖に、リリ女川 1参画社会の実りよこ隈|す る力1策を,也 LJに 位i′Iづ

け、市の行政全体を)」 じたりj女共同参両社会のりこ現のlL進に努めます.

13
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基本課題と推進施策

「女たから_ 男だから といつた、い1定 17な 11:別 役 ll分担意識や
―
ジェンダーにもとつ く11i)よ よ、家庭や ll Kl」 、1山域などあらゆると

ころに根強 く残っています. 一人ひとりが‖lF生活を見口
′
:し 、固定

得l念 に気づ き、男女り‖可参画意識を形成できるよう、1イ 発や L∵報1/t

供、学 i早 教育lt会などの充実を図 ります.

一
男
女
共
同
参
画
社
会
に
向
け
た

一
意
識
改
革

一

基本目標 基本課題 施策の方向

■男女共同参画意識の醸成
-2男女共同参画に関する調査研究と

情報の1文集及ひ提供

C男女共同参画の視点に立った

家庭教育の推進

_●男女共同参画の視点に立つた

幼児教育 学校教育の推進

0男女共同参画の視点に立った

社会教育の推進

1男女共同参画を確立

するための意識づくり

2男女共同参画の視点

に立つた教育の推進

基本課題1.男女共同参画を確立するための意識づくり

[現状と課題]

私たちの日常41活において、無意 i哉のうちに1■り1役 ll分‖1を・ 1然

のこととしてとらえら

'し

ているものが少なくありません.

~男
女共卜」参μlに は|す る 1民意I投 i11イi.(以 下、

~意
識「1lri_)で は、

1男 は仕」k 女は家庭 | とヽヽうHり1役割分111[i裁 に関して、 否定た1が
｀
「 数を占めるものの、 IT定肝|が L11強、ri定 しきれていないとみなさ

れるIJが約311存在 し、
「

1定的‖:lltt ll分‖[意 i哉か恨強 く残ってい

ること力ゞわ力,り ました.  方、「男らしく 「女らしくJ とヽヽうこと

については、6制以 :の 人が大」:だ と思っており、「男らしさJ「女

らしさ|に とらわれた卜1定得l念が r12在することはri定できません.

こうした性別役割分‖ltti戯や‖1定椰1念を払拭し、 り;だから|「 女

だからiと いう理由たけで様々な選択を狭められることがないよう

にしていくためには、「セックス (Scヽ)=生物学 1:の 概念 :と 「ジ

ェンダー (Gcndcr)=社会17 文化的・‖f史的につ くられたllI念
|

の違いを 1分に川!解 し、 これまでの1:活 文化や1ザ [行を見rlし ていく

必要力`ありまう.
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名取市ではこれまで、「Jllけ !女性のつどいJ(平成12年度まで)、
「翔け !名取の女 と男J、

「女 と男いきいきライフ講座Jや各公民館主 llittl lセ ミナーなどを開催 し、意 i裁啓発に努

めてきましたが、市民 人ひとりの意識改革はこの計画llt進の核であり、かつ、最も時間

のかかることから、幅広い施策の継続的な展開が必要です。

Q「男は仕事、女は家庭Jと いう考え方について

全 体

E][

全 体

[i[
-20歳代

30歳代

40歳 lt

50歳代

60歳代

二70歳以上

-20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

_70歳以上

●もつともだと思う どちらともいえれヽ ` そうは思わない わかられヽ ●輌笞
(資 II I男女共同参画に関する市民意識調査結果報告書)

―

―

―

　

日

ｌ

ｌ

ｌ

●
一
一
一　

．・一一　
　
　
一一

一
　

　

　

一
一
　

　

■

・　
　
一
一
一　
　
　
　
　

・ 一
　
　
一一
一　
　
　
　
一
一
一　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

・一
一
　
　
　
一一

Q「男らしく」「女らしく」ということについて
(単位 |%)

11■  |

|l l

大事だとは思わない  わからない  0無 回笞

“

料 ;男女共同参画に関する市民意識調査結果報告書)
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Q「男女共同参画社会」をつくつていくためにはどのようなことが必要だと思うか

o         10        20        30

Q「男女共同参画社会基本法」について

●知つている機峰に,ヽても知つている●知られヽ

仕事と家庭生活両立のための
学習 研修機会の拡充

職場における男女の
均等な取扱いの徹底

女性の期労機会の拡大、
職業教育や職業副1練の充実

保青施設 サービス、
介護 lt・設 サービスの充実

学校教育や
社会教育の場での学習の充実

情報提供や交流の場、
相談、数青などの充実

国際交流の推進

女性の政策決定の場への
積極的登用

各種団体の
女性リーダーの養成

広報誌やバンフレット
などでの意識啓発

特にない

その他

無回答

無回笞

(資料 :男女共同参画に関する市民意識調査結果報告書)

(複数回笞)

(単位 :・●)

40        50

※ジエングー くP14):男 らしき、女らしさのように社会的 文化的 歴史的に形成された性月1のこと。生物学的な性

月」(Sex)と 区月1し て用いられる。

(資料 1男女共同夢画に関する市民意識調査結果報告
=)
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[施策の方向]

①男女共同参画意識の醸成
男女共同参画に関する問題の現状や、法制度、諸施策の周知を図るため、公的メディアを

活用 した継続的な広報活動や学習機会の充実に努めます。また、市民生活に直接関わる行政

職員として男女共同参画への理解を ‐層深めるため、職員研修の充実強化に努めます。

(1)「広報なとりJ「公民館だより」等、市の広報メディアを通した啓発

(2)男女共同参画広報紙の発千」

(3)各種講座、講演会、研修会などの学習機会の拡充

14)庁内職員研修の実施

②男女共同参画に関する調査研究と情報の収集及び提供
意識調査や各種統計調査を定期的に実施し、実態を把握するとともに、関係する図書、行

政資料、調査研究資料等を体系的に収集・整理し、市民に情報を提供していきます。

(1)男女共同参画に関する意識調査や統.la費等の定期的な実施

(2)男女共同参酉に関する資料の収集と提供

ヽ

各   課

生涯学習課

生涯学習課 関係各課

総 務 課

生涯学習課

生涯学習課

t′

`
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基本課題2.男女共同参画の視点に立つた教育の推進

[現状と課題]

男女共同参画意識の醸成においては、家庭、学校、地域など社会のあらゆる分野での教

育・学 llが
lllめて大きな役割を担います。

男女平等意識は乳幼児期から少しずつ育まれていくため、家庭における予育てのあり方は

大きな影響を及|ま します。「男の子であることJ「女の子であること」が子どもの nJ能性や個

ヤLの発揮の障害にならないよう、男女平等意識を育てるための家庭教育を充実する必要があ

ります。両親をはじめ家族はもとより地域においても、子どもの成長に関わるすべての人の

配慮が求められます。
「意lil調査」では、学校教育の場において男女平等が実現していると思う人が5割強と、

他の分野に比べて高 くなってはいますが、家庭教育とともに、人格形成期における学校教育

は、男女平等の意識づ くりに大きな影響を及ぼすことから、慣行として、あるいは無意識の

うちに行われていた性別による児童 生徒への接し方などを意識的に見直し、積極的に男女

平等教育を推進していく必要があります。

そして、市民の主体的なコミュニティ活動や生涯学
■
ii活動を通じて、男女共同参両につい

ての学習機会を充実していくことも重要です。また、生涯学習に対する人々の意lltは高まり

をみせており、このような人々のニーズに応えていくために、そして、女性も男性も ‐人ひ

とりの個性 と能力を発揮 し、社会のあらゆる分野に参画していくために、「名取市生涯学習

振興計画Jに もとづき生涯学習を充実する必要があります。

名取市では、各公民館や働 く婦人の家などで、多様な内容の講座が開催されていますが、

全体的に女性の積極的な参加が目 i7つ ており、参加層に偏 りがみられることから、幅広い層

の市民の参加、特に男性の参加を促す]i夫力泌 要です。

Q男女平等がどの程度実現されていると思うか

社会通念 風潮 家庭生活

(単位 |・ .)

法律 制度上

地域社会

(資料 1男女共同参画に関する市民意識調査結果報告書)
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[施業の方向]

①男女共同参画の視点に立つた家庭教育の推進              .
性別にとらわれることなく、子どもをのびのびと育てる意識を育てるための家庭教育、子

育て学習等の機会の充実に努めます。

(1)学習機会の充実

②男女共同参画の視点に立った幼児教育・学校教育の推進
幼児教育 。学校教育の全領域を通じて、男女共同参画の意義と理解を深めるため、教育内

容・方法の改善充実に努めるとともに、すべての実践活動において男女共同参画を推進しま

す。また、男女平等教育を推進していく上で不可欠な、教職員の男女共同参画についての理

解促進を図ります。

(1)人権尊重のための教育、男女平等教育の充実

(2)すべての活動における男女共同参画の推進

(3)男女混合名簿の導入

(41幅広い視点に立つた進路指導

(5)教職員研修の実施

(1)男女共同参画に関する社会教育の充実

(2)男女共同参画の視点に立ち、各種講座等の名称 方法 内容 開催条件等の改善

(3)生涯学習に関する情報提供の充実

14)各種団体への支援

③男女共同参画の視点に立つた社会教育の推進
男女共同参画に関する社会教育を充実させていくとともに、各学習機会において幅広い層

が参加できるような方策を検討していきます。そして、必要とする人に必要な情報力綺 き渡

るよう、情報提供の改善充実を図ります。また、地域内で自主グループなどが主体となり、

学習会等が開催されるよう支援を行います。

保健センター

社会福祉事務所
生涯学習課
関係各課

社会福祉事務所 学校教育課

社会福祉事務所 学校教育課

社会福祉事務所 学校教育課

学校教育課

社会福祉事務所 学校教育課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

19



女性の尊厳を傷つけ人権を侵害する暴力は、被害女性に深刻な影響を与えるものであり、

男女共同参両社会を形成していく上での大きな障壁です。このため、女性へのあらゆる暴力

を許さない環境づ くりを進めます。また、女性が生涯を通じて、自らの身体と性について自

己決定する権利が保障されるよう、環境づくりを進めます。

基本目標 施策の方向

①女性に対する暴力を根絶するための環境づくり
1女性に対する暴力の根4e  一②被害者への支援体制の整備

③メデイアにおける人権侵害の防止

2女性の生涯にわたる      ①リプロダクティブ ヘルス/ライツの浸透
健康保持のための環境づくり

~②
心身の健康保持のための環境整備

基本課題1.女性に対する暴力の根絶

[現状と課題 ]

夫・パートナー等からの暴力 (イ ドメスティック・バイオレンス)や性犯罪、売買春、
/セ

クシュアル・ハラスメント等女性に対する暴力は、女性の基本的な人権を侵害するものであ

り、男女共同参画社会を形成していくLで大きな障壁となっています。これまで、女性に対

する暴力は滞在しており、社会の理解も不十分でしたが、近年この問題に対する認識は高ま

りつつあります。

国では、「ストーカー行為等の規制に関する法律 (ス トーカー規制法)J「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律 (DV防止法)Jな どを制定し、女性に対する暴力

への対策を強化しています。

名取市においても、被害を受けた女性の立場を十分に考慮しつつ、暴力を潜在化させない、

容認しない社会環境をつくっていく必要があります。また、増加傾向にある相談等に対応し

きれていないのが現状であり、被害者への支援体制を整備していく必要があります。
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第4章

Q女性に対する暴力をなくすためにはどうしたらよいと思うか (複数回答)

0       10      20      30      40

被害女性のための相談機関や
保護施.|を 整備する

撥査や裁判における担当者に女性を増やすなど
被害を受けた女性が届けやすいような環境を作る

法律 制度の制定や
見直しを行う

犯罪の取り締まりを強化する

過激な暴力表現を扱つたビデオソフト、
ゲームソフト等の販売や貸出を制限する

学校における男女平等に
ついての教育を充実させる

家庭における男女平等につい
ての教育を充実させる

被害女性を支援し、景力に反
対する市民運動を盛り上げる

メディアが自主的取組を強化し、累
力を無Hl判に取扱わないようにする

08
20

50
(単位 :%)

60

520
404

368
357
355

288
316

72

0女 性 0男 性
249
264
３

６
4

187
191

178
193

その他

わからない
90

71

出典 :内閣府編 眸 成13年版男女共同

'画
白書』

(資料出所 :内口府『男女共同参画社会に関する世論調査―男性のライフスタイルを中心に一J(平成12年 )

※ドメスティック ′ヽイオレンス(20P):夫や恋人なとからの最力。婚姻の有編を間わず親密な国係にある男女間の暴
力をlHす 。国る蹴るなどの身体的晨力 手紙の無断開封などの精神的最力、セックスの強重やE妊への非協力などの性

"晨
力などがある。略椰DV.

×セクシユアル ハラスメント(20P):性差別の具体的な現れとして職場や学校て起きる性的燻がらせをIEす。相手の
意に反した性的な性質の言動で、身体への不必要な接触、性的関係の強要、性的なうわさの流布、栞目に触れる場所ヘ
のわいせつな写真の提示なとが含まれる。
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[施策の方向]

①女性に対する暴力を根絶するための環境づくり
女性に対するあらゆる暴力の根絶をめざして、暴力及び人権に関する広報・啓発活動を強

化するとともに、積極的な学習機会の提供に努めます。

(1)広報、書発活動の強化

(2)学習機会の提供

市民課 生涯学習課

生涯学習課

②被害者への支援体制の整備
被害者に対する相談体制の整備に努めるとともに、関係機関 :民間組織 との連携をはじめ、

被害者の保護や自立支援のための体制の整備に努めます。

(1)相談体制の整備

(2)保護 自立支援体制の整備

市民課

保健センター

社会福祉事務所
生涯学習課

市民課

社会福祉事務所
生涯学習課

③メディアにおける人権侵害の防止
メディアにおいて、女性の性的側面を強調する表現や女性の尊厳を傷つける表現により、

性差別的な意識力助 長されることのないよう、表現の見直しを図り、配慮に努めます。

(1)男女共同参画の視点に立った広報等公的メディアにおける表現の見直し

乙^∠^



第4章                        ‐

基本課題2.女性の生涯にわたる健康保持のための環境づくり

[現状と課題]

男女共同参画社会を形成していくLでは、性別や年齢など、それぞれの属性にかかわらず、

すべての人の人権が尊重され、自らの健康を主体的に確保でき、自立した自分らしい生活を

営める生活環境の整備が基本となります。

特に、女性は、妊娠や出産という男性とは異なる健康上の問題に直面する可育レ性があるた

め、女性が自らの身体について自己決定を行い、健康を保持することは必要不可欠です。

近年、若年層においては、性感染症や薬物乱用などの増加など、「自分の体は自分で守るJ

という意識が低下しているように見受けられます。県保健所が実施しているエイズ等の性感

染症検査件数は増加しています。

女性も男性も、自分の性や健康に関する正確な知識を持ち、子どもの人数や出産の時期、

避妊の方法などを自分の意思で自由に選択することを保障することをめざす考え方である、
Xリ

プロダクティブ・ヘルス/ラ イツ (性 と生殖に関する健康/権利)と いう概念を広 く浸

透させることが必要です。

また、女性にとって心身に大きな変化のある思春期、妊娠 出産期、更年期、高齢期等各

ライフステージに応じて、女 /1が自らの健康管理を行うことができる環境を整備していくこ

とが必要です。

×リプログクティブ ヘルス/ライツ (性と生殖に関する健康/権利):1994年の国際人口 開発会議において提唱
され、今日個人 特に女性の人権の重要な一つとして認識されるにいたっている。その中心課題には、いつ何人子とも
を産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満足のいく性生活、安全な妊娠 出産 子ともが望まれて健康に生まれ育つこ
と等が含まれている。

23



[施策の方向]

①リプロダクティブ・ヘルス/ライツの浸透
リプロダクティブ・ヘルス/ラ イツに関する問題について、男女がともに高い関心を持ち、

正しい知識、情報を得、認識を深めるための広報 。啓発活動や学習機会の充実に努めます。

また、児童・生徒が、発達段階に応じて性に関する科学的な知linな どを身につけ、性に関

する自己決定能力を育めるよう、学校教育における性教育 (エ イズ教育)の充実に努めます。

(1)広報、書発活動の強化

(2)学習機会の提供

13)学校教育における性教育 (エイズ教育)の充実

(1)母子保健サービスの充実

(2)生涯を通した健康づくり推進事業の充実

13)健康をおびやかす諸問題についての書発

② き身の健康保持のための環境整備

子育て環境の変化に対応し、国民運動計画 「健やか親子21Jの もと、妊娠・出産・育児に

関わる母子保健サービスの一層の充実に努めます。また、高齢社会を元気に乗り越えるため

の中高年女性の健康づくり推進事業の充実に努めるとともに、性感染症や薬物乱用等、健康

をおびやかす諸間71dについての啓発を進めます。

保健センター

保健センター

学校教育課

保健センター

保健センター

保健センター
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第4章「                        ‐

男女共同参両社会においては、公的 私的を間わずあらゆる分llの

'舌

動の政策・方針を決

定する際に男性、女性双方の意思を反映させることが根幹となりますが、実り1に は程速い状

況にあります。このため、政策・方針決定の場への女‖:の参

"1を

進めます。また、女性が自

らの能力を向上させ、社会においてゆるぎない
'L位

を確立できるよう支援します。

基本目標 施策の方向

①審議会等への女性の登用促進

一②企業や団体等における女性の登用促進
0市における女性職員の登用促進

①人材育成と情報の提供

― ②団体等の活動支援
③男女共同参画推進の拠点となる機関の設置

基本課題1.政策・方針決定の場への女性の参画

[現状と課題]

さまざまな分野で女性の活躍がみられるようになってきましたが、政策・方夕十決定の場へ

の参画は、男性に比べるとまだまだ低い1犬沙よこあります。

名取市の法律及び条例により設置されている委員会・審 i義会等における女性の割合は、

194%(平成13年3月 31日現在)であり、男‖

“

こ比べて極めて低いJ犬況です。要領・要llll等

により設置された協議会等における女 L:の割合は342%(平成13年3月 31日現在)と なって

いますが、全体的に、 All祉等の分野での参画が日 i7つ など、委11会・審議会等の分野により

割合の差がみられます。

市議会においては、→̀
成

13年4月 1日 現在、f義員数26名のうち、女lJ:i差員は3名です。

各種Ftl体 においても、主要な地位を占める女性の割合は1“めて低いのが現状です。

市における課長以上の竹理llRlでは刻 生の割合が48%、 係長職では355%(平 成13年4月 1

H現在)と なっています。教育現場においては、市の小学校 と中学校合わせて16校の中で、

女性の校長は1人 (小学校)、 教頭は3人 (小学校)と 、118%になっています。

このように、女性の政策・方針決定の場への参LII状況は全体的にlltttlι にとどまっており、
バランスのとれた社会を形成 していくためには、あらゆる分り予において今後一層女性の意思

決定過程への参画を促進する必要があります。

基本課題

1政策 方針決定の場への

女性の参画

2女性のエンパワーメントの

促進

匈

一

―
　
―
―
―
―
―
Ｉ
Ｌ
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[薔議会等における女性委員の参画状況]

(1)法律により設置されている委員会等の委員

(2)法律により設置されている審議会等の委員

(3)その他法律、条例により設目されている書議会等●●■

(1)～ (3)の合計

14)妻綱、雲領等により設置されている協議会等の彙員

一
□

４５

８３

４２４

”

¨

※ボジティブ アクション :過去における社会的構造的な差別によつて現在不利益を構つている集団(女性や人層的マ

イノリテイー)に対し、一定の範囲で特月1な機会を提供すること薔により 実質的な機会均等の実現を目指す暫定的な

措口。男女共同鬱画社会基本法では「議極的改善措置J(第 2条、第8条誓)と して法制化。

目 回 回 赫
3

3

93

99

150

５

　
　

２

４

　

　

８

383

510

439

79

290

411

289

67%

37%

243%

194%

342%

42

17成13年3月 31日 場在)
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第4章

[施策の方向 ]

①審議会等への女性の登用促進
各種委員会・審議会等への女性の登用率を高めるとともに、各種専門知識を持つ女性の発

掘と育成に努めます。

(1)審議会等への女性の積極的量用

(21女性委員の発掘と育成

②企業や団体等における女性の登用促進
企業、その他各種の民間組織においても、女性の積極的な登用が図られ、方針決定の場等

への参画力淀 進されるよう、啓発活動を進めます。

③市における女性職員の登用促進
職員一人ひとりの能力を高め、それを最大限に生かせるよう、研修機会の充実と職域の拡

大を図るとともに、バランスのとれた政策決定が可能 となるよう、女性の管理職への積極的

登用に努めます。

(1)研修機会の充実と職域の拡大

(2)女性職員の管理職への登用促進

各
　
各

課
　
課

(1)企業や団体等に対する書発

27



基本 課 題 2.女性 のエ ンパ ワー メ ン トの促 進

[現状と課題 ]

※
女性のエンパワーメントとは、女性が自分自身やその生活について自己決定する能力を

身につけ、社会のあらゆる分野で意思決定過程に参画するための力をつけることを意味しま

す。男女共同参画社会を実現するためには、女性のエンパワーメントが大前提であると言え

ます。個々の女性が連携しながら自らの意識と能力を高め、力を持つた存在となれるような

環境を整備していく必要があります。

名取市では、「翔け !女性のつど0コ (平成12年度まで)、
「翔け !名取の女と男」や 「女性

リーダー研修会」、各公民館主催女性セミナーなどを開催し、また、各種女性団体が活発な

活動を行っていますが、 li広い層の参加を促進するとともに、団体間の連携をさらに強化し

ていく必要があります。

X女性のエンパワーメント:『力(パワー)をつけることJを いう。女性が自分自身の生活と人生を決定する権利と能力、

多様な選択肢をもち、社会的 経済的 政治的な意思決定過程に,画することを意味する。個人的に力をつけるだけて

なく 女性たちが連帯して力をつけていくという意味合いも含む。

28



第4章

[施策の方向 ]

①人材育成と情報の提供
さまざまな活動を展開している女性の人材情報を体系的に収集・整理し、提供するととも

に、リーダーシップをとれる人材を育成する機会の充実に努めます。

また、女性のエンパワーメントにつながる学習機会の一層の拡充と情報提供に努めます。

(1)女性の人材を育成する機会の充実

(2)女性の人材情報の収集及び提供

13)女性のエンパワーメントにつながる学習機会と情報提供の充実

(1)各種団体のネットワークづくり

(2)団体等の活動支援

②団体等の活動支援
各種女性団体間の連携と交流の強化を図るとともに、活動の場の提供など、活動支援に努

めます。

関係各課

生涯学習課

生涯学習課 関係各課

生涯学習課

生涯学習課 関係各課

③男女共同参画推進の拠点となる機関の設置
女性が抱える諸Fl題についての相談窓口や情報収集・提供・発信、交流拠点など、男女共

|]参画推進の拠点となる機能を備えた機関の設置を検討します。

(1)男女共同参画推進の拠点となる機関の設置 生涯学習課

29



家庭生活における役割のほとんどは女性力・14つているのが現状です。特にl「
J性の家庭生活

への参画を促 し、男女がともに家庭責任を担い、他の活動とのバランスのとれた生活を送る

ことができる4L活環境づ くりを進めるとともに、子育てや介護の負lHを軽減 し、社会的に支

えるための条件整備を進めます。

凛本蝶題

1男女がともに家庭責任を担え

る環境づくリ

2子どもを安心して生み

育てられる環境づくり

3介護を社会||に 支える

環境づくり

施策の方向

―①家庭生活への共同参画の促進

①子育て環liの整備

②子育て支援体制の整備

①介護サービスの充実~②
介護サービス提供体制の整備

基本課題1.

男女がともに家庭責任を担える環境づくり

[現状と課題 ]

「意lin鋼査Jに よると、家庭生活におけ

る役割分担について、日常的な家事は女性

が全面的に担っていることがわか ります。

また、特に子 どもに関することの役割分担

については、夫婦が同程度に担 うべきとい

う理想 と現状との差が大きくなっています。

女性が家庭 と就業など他の活動 とを両立

できるようにするために、またよりよい夫

婦のパー トナーシップのためにも、家庭生

活において男女がお互いに責任 と役割を担

うことが必要です。そして、家庭
/■

活にお

ける男女共同参画を進めるためには、基本

的には男性の仕事中心の生活を見直 し、女

性に偏っている家事 。育児・介護等に男性

も携わることができるライフスタイルヘの

転換や意識改革が必要であり、これ らを推

進するための条件整備が求められています。

名取市では、各公民館や学校、保育所な

どで、各種講座・行事等が開催されていま

すが、特に男性の参加を促す工夫が一層求

められています。

Q実際に夫婦でどのように分担しているか

炊事
100町内会

自治会

介護

(単位

掃

"

配
瀾

洗濯

家計の
やりくり

預貯金の

管理
しつけや
教育

家の管理

Q夫婦でどのように分担するべきたと思うか
(単位

'・・
)

詈塁塁    牝言   掃餘

洗濯

酬
渤

しつけや
教育

家計の
やりくり

預貯金の
管理

青児         家の管理

日常の買い物

―●― 妻が中心 ―●― 夫と妻と同程度

(資料 :男女共同参画に関する市民意識調査結果報告書)

日常の買い物
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第4章

[施策の方向]

①家庭生活への共同参画の促進
固定的役割分担意識を解消し、男性の家庭生活への参画を促進するよう、啓発活動の充実

に努めます。

また、子育てに関して父親と母親の共 IIJJi任 と協力の重要 生を認識するような学習機会な
どの拡充や、男性の家庭生活への参画を容易にするような側1識・技術等の習得を図る講座な

どの拡充を図るとともに、各学習機会において、幅広い層が参加できるような方策を検討し

ていきます。

(1)啓発活動の充実

(2)各種講座の拡充

保健センター

社会福祉事務所

生涯学習課

生涯学習課 関係各課

基本課題2.子どもを安心して生み育てられる環境づくり

[現状と課題]

出産後も働 く女性力増 える一方で、育児にかかる役割は依然としてtl■が担っているのが

現状であり、仕事と育児の両立が女性に過度の負lHを強いています。また、近年の子育て環

境の変化により、子育て中の親には、育児に対する不安や負担感力増 大しています。
「意識調査」では、子どもを生み育てやすい環境づ くりのために必要なこととして、

「
家

事や育児についても、男女が共同で取 り組むことの大切さと必要性について社会全体の意識

の改革をはかる啓発活動の活発化」とともに、「保育時間の延長や乳児保育の充実Jが上位
にあがっています。

子 どもをもつ女性が能力と意欲を 1分発揮 して働き続けることができるようにするため、

また、次代を担う子どもが健やかに育つことができるようにするためにも、男性の育児への

参画とともに、育児に対する社会的支援の拡充を図り、安心して子どもを生み育てられる環

境づ くりを進めていくことが必要です。

名取市では、ファミリーサポー トセンターを開設し、2002年1月 から事業を開始 しました。

多様化するニーズに合致した保育サービスの提供や、子育て支援センター (現在 2か所の保

育所に開設)を拠点 とした子育て支援事業の充実が必要です。

[保高所児量数の推移]

― =― ― ―総数 (定員)

3歳以上

3歳未満

431(480)

289

142

426 (480)

276

150

473 (510)

300

173

471(510)    483 (510)

296          307

175          176

(資料 :市民福祉部社会福祉●務所)
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Q子どもを生み育てやすい環境づくりのためにはどのようなことが必要だと思うか (複数回答)

(単位 ,%)

0       10       20       30       40       50       60

男女共同について啓発活動の活発化

育児休業取得者に
対する制度の整備

企業内の保育施設の設置

保育時間の延長や
0歳児 (乳児)保育の充実

一時保育施設の拡大 充実

保青所に預けたい人の

希望をかなえる努力

出産 育児に対する手当などの充実

相談機関 場所の拡大と人的
ネットワークの整備、情報提供

出産や育児の素晴らしさなど
のアビール

その他

[施策の方向 ]

①子育て環境の整備
仕事と育児の両立を可能にする各種保育サービスの充実に努めるとともに、子育てに関す

る相談や情報提供の充実など、子育て支援事業の推進をFXlり ます。

(1)保育サービスの充実

(2)子育て支援事業の推進

保健センター

社会福祉事務所

商工水産課

保健センター

社会福祉事務所

商工水産課

学校教育課

②子育て支援体制の整備
子育て支援に関係するすべての部署や機関の連携を強化するとともに、子育て支援センタ

ーの機能の強化を図ります。

(1)関係機関の連携強化

(2)子育て支援センターの機能強化

社会福祉事務所

社会福祉事務所

(資料 1男女共同螢画に関する市民意繊調査結果報告書)
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第4章

基本課題3.介護を社会的に支える環境づくり

[現状と課題]

育児とnJll.、 介護にかかる役割も女性が多くを11い、過度のfll[1を 背負ってきました。

さらなる1■齢化の進展により、要介f“高齢者等の数の増加力
'予

想され、介護負l[‖ ま極めて

大きなものになることが予測されます。こうした介11の負11が要介護者の家族、特に女 生に

集中しないよう、介i護負担のF減を図るため、また、介護を必要とする人が自らの意思にも

とづいて自i/し た生活を送るためにも、介護を社会全体で支える仕紺Iみ として創設された介

護保険制度を|]滑に運営するとともに、介護サービス基盤の整∬青を進めることが求められて

います。「名llkttlf齢者保健4ittLi印 1及び介fl保険 J'業計山Lに もとづき、介護を社会的に

支える環境づ くりを進めることが必要です.

[年齢3区分別人口構成の推移] [平成7年年齢3区分別人口構成]

93%

110%

123%

全 体

男 性

女 性

139%

17%

56%

691%      123%

702%    105%

680%      140%

債 料 :国勢調査 各年 10月 1日 現在 )

0   20   40   60   80  100 0   20   40   60   80  100

剛
畔

平成2年

平成7年

00～ 14歳   15～ 64歳   65歳 以上

[高齢者のいる世帯の状況]

高齢者のいる世帯

高齢者単身世帯

高齢者夫婦世帯

291%

23%

45%

(資 料 1国勢調査 各年10月 1日現在)

233%

19%

37%

[老人人口、ねたきり老人、ひとり暮らし老人人日の推移]

148%

16%

59%

…
ロ ロ

"ロ総人口に対する老人人口の割合

老人人口に対するねたきり老人人口の割合

老人人口に対する0と り暮らし老人人口の割合

130%

23%

54%

135%

20%

56%

143%

16%

58%

０^０^

(資料 ,平成13年 なとりのl.祉 )



[施策の方向]

①介護サービスの充実
各種介護サービスの充実を図るとともに、利用者の希望を尊重した総合的なサービスカ汝

心して受けられる介護保険制度の整備や利用を促進するための啓発など、介護保険制度の円

滑な運営に努めます。

②介護サービス提供体制の整備
介護に関係するすべての部署や機関の連携を強化するとともに、介.4zを担う人材の育成と

確保を図ります。

(1)介護サービスの充実

(2)介護保険制度の円滑な運営

(1)関係機関の連携強化

(21介護を担う人材の育成

介護保険課

介護保険課

介護保険課

介護保険課

商工水産課
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第4章

地域社会活動においても男女共同参画力進 んでいるとは言えない状況にあります。このた

め、地域社会活動のこれまでのあり方を見直し、男女がともに地域社会活動に積極的に参画

できる環境づ くりを進めます。また、高齢者等力鞍 心・安全な生活を送れるよう地域社会全

体での支援を進めるとともに、積極的に社会参画できる環境づくりを進めます。

菫本課題

1男女がともに地域社会活動に

参画する環境づくり

2あらゆる人の社会参画の促進

3国際交流の推進

施策の方向

①男女共同参画の視点に立った地域社会活動等の推進

_②地域社会活動に関する情報提供
③人材育成と地域社会活動への支援

_①高齢者等に対する福祉の充実
②高齢者等の社会参画の促進

①国際交流活動の推進~②
国際的な女性問題の理解促進

地
域
に
お
け
る

男
女
共
同
参
画
の
促
進

基本課題1.男女がともに地域社会活動に参画する環境づくり

[現状と課題 ]

地域社会は、男性にとっても女性にとっても、大切な生活の場です。地域社会づ くりにお

いても、男性と女性との共同参画を進めていかなければなりません。
「意lll調査」によると、社会活動への参加状況では、男女間・世代間で差がみらオヽ 女性

のほうが、また年齢が高いほうが、参加している人の割合が高くなっています。参加してい

ない人の理由としては、特に男性で 「仕事力・Lしい」の割合が高くなっています。

地域における男女共同参画を進めるためには、基本的には男性の仕事中心の生活を見直し、

ライフスタイルヘの転換や意識改革が必要であり、これらを推進する条件整備が求められて

います。

また、これまで、多くの地域社会活動では、女性が実際には多くの役割を担つているにも

かかわらま 計画策定や方針決定等については、男性中心で行われてきたことは否定できま

せん。これからは、女性も計画策定の段階から積極的に参加すること力泌 要であり、一方で、

特に消費者活動等の生活課題に関する地域社会活動については、男性の積極的な参加が求め

られます。
「意識調査Jでは、社会活動に参両していない理由として、「参加したいと思うものがな

いJ「活動の情報がない」も上位にあがっており、活動に対してどのような参加ニーズがあ

るのか、必要な情報力滑 き届いているかを検討する必要があります。また、活動団体の中に

は参加者に偏りがみられるところがあり、幅広い層の参画が課題となっています。
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Q社会活動への参加状況

58

128
22

●全体●難 ●雄

●動し0ヽる●珈していれヽ●麺薔

Q参加している社会活動 (複数回笞)

翼好会
勿 レープ活動

公的委員活動

地域活動

青少年健全
青成活動

消費生活
環境保全活動

社会福祉活動

国際交流活動

宗教団体
のための活動

政党 労働組合
等の活動

その他の活動

■ 29
11

0

4

15
40

55

(■将 :男女共同多画に国す0市民意腱日査結果報告■)

1

33
(■料 :男女共同,面に関する市民意腱口菫結果報告■)
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第4章

Q社会活動に参加していない理由

0          10

仕事が忙しい

家事や子育て、
介護力鼈 しい

子どもを預ける
施設がない

経済的な
ゆとりがない

家族の
理解がない

活動の
情報がない

活動の場がない

人間関係が
難しい

参加したいと
思うものがない

参加したくない

※N60(Non Covernment Organization):非 歌府組織と駅される。日連が名付け編。NPOに含まれ、海外協力
や国際交流に構わる団体が多い。

XNPO(Non Pro“ tO「ganization):民間非営利組織と訳される。福祉、人IF、 環境、まちづくり、その他多様な
分野で自

=的
、自発的に活動する営利を目的としない民日の組織。

※エンセルプラン :1994(平成6)年 12月 に文都 厚生 労働 建段の4省含意により策定された子青て支援のため
の総合的なII画。1995(平成7)年度からの10年 ll口。少子化時代において、安●して子ともを生み育てることがで
きるよう、福祉、保健医饉、執日、労働、住宅雪の面での条件整備などが盛り込まれている。地方自治体においても地
域の特性に応した地方版エンゼルプランを策定することが菫まれている。

136

(単位 :%)

(資料 :男女共同蓼画に関する市民意識調査結果ll告■)

223

その他

●卦 ●射 ●女性
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[施策の方向]

①男女共同参画の視点に立つた地域社会活動等の推進

地域社会活動に幅広い層が参両できるような方策を検.・lし、参画機会拡大を図るとともに、

参画を促進するよう、広報 。啓発活動の強化に努めます。

(1)男女がともに参画できる方策の検討と機会の拡大

(2)広報、書発活動の強化

(1)情報提供の充実

(2)ニーズの把握

生涯学習課

生溜学習課

生涯学置課

生涯学習課

生涯学習課 関係各課

生涯学習課

生涯学習課 関係各課

②地域社会活動に関する情報提供
必要とする人に必要な情報が行き渡るよう、情報提供の改善充実を図るとともに、地域社

会活動に対する参加ニーズの把握に努めます。

③人材育成と地域社会活動への支援

地域社会活動においてリーダーシップをとれる人材を育成する機会の充実に努めます。

また、各種団体間の連携 と交流の強化を図るとともに、活動の場の提供など、活動支援に

努めます。

(1)地域社会活動を担う人材の青成

(2)各種団体のネットワークづくリ

(3)地域社会活動への支援
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第4章

基本 課題 2.あ らゆる人 の社会 参 画の促 進

[現状と課題 ]

男女共同参画社会を形成していく上では、1■別や年齢、障害の有無など、それぞれの属性

や条件にかかわらず、すべての人が生き生きと、自立した自分らしい生活を営める生活環境

の整備が基本となります。
「名取市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」等にもとづ く各種福祉・支援の充実

や 「障害者や高齢者にやさしいまちづくり総合計画Jの推進をはじめ、地域にいるすべての

人々が支え合いながら安心・安全な生活を送ることができ、意欲や能力に応じて社会に参画

できる環境づ くり、ハード面 。ソフト面を含めた社会基盤の整備が求められています。

[施策の方向 ]

①高齢者等に対する福祉の充実
高齢者福祉、障害者福祉等、各種福祉や支援の充実に努めます。

②高齢者等の社会参画の促進
高齢者、障害者等のネL会における活動機会の拡充や活動支援に努めるとともに、社会参画

に関する情報力泌 要としている人に行き渡るよう、情報提供の充実に努めます。また、シル

バー人材センターの充実を図ります。

[シリレ 一ヽ人材センター登録書数 就業率の推移]

(1)活動機会の拡充及び活動支援

(2)シルバー人材センターの充実

(3)情報提保の充実

平成8年度

平成9年度

平成10年度

平成11年度

平成12年度

211

213

236

271

304

社会福祉事務所

社会福祉事務所

社会福祉事務所

843

821

846

850

925

(1)各種福祉や支援の充実 社会福祉事務所

９

８

８

０

０

８

７

７

８

８
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(資料 :社団法人シリレ 一`人材センター)



基本課題3.国際交流の推進

[現状と課題]

男女共同参両社会への取 り組みは、人権尊重という世界的な協調のもとに展開しています。

このため名取市民も国際社会の一員として、平等・開発・平和への貢献や世界の女性の地位

向上に貢献する活動に積ljl的に参画することが期待されます。

名取市では、姉妹都市交流事業、中学生海外派遣1'業、国際交流関係者のつどいなどを行

っています。

地球的視野に立った国際交流 理l17・ 協力活動への参画のさらなる拡大をLXlる とともに、

交流・相互理解活動を進め、多様な文化や価値観を認め、グローバルな視点で行動できる市

民の育成をl劇 ることが必要です。

[施策の方向 ]

①国際交流活動の推進
国際交流機会や学習機会の拡充に努めます。

②国際的な女性問題の理解促進
国際的な女性問題に関する学習機会や、情報の提供に努めます。

(1)交流機会及び学習機会の拡充 総務課 関係各課

(1)学習機会や情報の提供 生涯学晋課
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第4章

就労における実質的な男女平等は、男女が同等な機会と条件が与えられて初めて実現する

ものですが、格差は依然として残っています。このため、労lJj条件の整備を進めるとともに、

刻 生の職業能力の開発や多様なlyllき 方への支援を進めます。また、男女がともに仕事と家庭

や地域における活動とをバランスよく担えるような働きやすい環境づ くりを進めます。

施策の方向

1男女がともに働きやすい

環境づくり

2多様な労働形態の条件整備

①女性の計労条件整備
②仕事と家庭生活等の両立支援

①多様な労働形態の条件整備
②就業や再霜職、起業に対する支援

基本課題1.男女がともに働きやすい環境づくり

[現状と課題 ]

国では労働関係の法律を改正し、雇用・労lJJに関する性別による不当な差別を禁上しまし

たが、待過等には依然として男性との格差がみら″ヽ 実質的に性別による差別があることは

否定できません。
「意識J.l査」では、女性が仕事をする状況について、働きにくいとしている人が6割を超

えており、その原 ]と しては、5割以上が 「働 く場が限定されているJと 答えているほか、
「労lJl条件が整っていない」「昇進、給与等に男女の格差があるJ「育児条件が整っていな0コ

が上位にあがっています。

女性の能力や適t[に対する固定観念を取り除き、女性の労働力を正当に評価し、かつ能力

発揮のための条件を整備する必要があり、男女の均等取り扱いと女性の職域拡大を一層推進

していくことが求められています。

一方で、特に男性については、従来の職場中心の意識・ライフスタイルから職場・家庭・

地域のバランスのとれたライフスタイルヘの転換が求められており、男女がともに職業生活

と家庭生活、地域生活等を両立することができる職場環境、労働条件を整備していくことが

必要です。

また、農業や自営業等においては、女性 はこれまでも重要な担い手としての役割を果たし

てきましたが、適ll■ な労働条件評価や経営参画がされないなど、伝統的な就労形態や慣習か

ら脱しきれない現状も見受けられます。女性の労働を適正に評価し、女性が自らの意思によ

つて経営やこれらに関連する活動に参画する機会を確保するための環境整備を推進する必要

があります。

就
業
に
お
け
る
男
女

共
同
参
画
の
促
進
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全 体

[[骨

Q現在の女性は働きやすい状況にあると思うか

0そ う思う   そう思わない わからない●知答

Q現在の女性が働きにくい状況にあると思う理由

一̈
日
■
■
―
―
―
■
一

(資料 :男女共同参画に関する市民意識調査結果報告言)

-20歳 代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

二 70歳以上

0          10 20

(複数回答 )

30

(単 位 ,・
・

)

605040

働く場が

限られている

能力発揮の

場が少ない

労働条件が
整つていない

青児条件が
整つていない

昇進、給与等に

男女格差がある

結婚 出産退職の

慣行がある

「男は仕事J

「女は家庭Jと いう

社会通念がある

家族の理解、
協力が得にくい

その他

567
591

548

285
148

216
202

229

1

303
26

432
435
43 1

415
403

427

394
378

402

● 卦 男性   女性
23
32

16

200

233

(資料 :男女共同参画に関する市民意識調査結果報告言)
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第4章

[平成7年労働力人口 (15歳以上)]

50.435  24,662

32,510  19,841

25,773

12,669  645%  805%

総 数   男

1000%  1000%
女    男    女

1000%   489%   51 1%

492%  610%  390%

(資料 :国勢調査 平成7年 10月 1日現在)

■■■
総 数

労働力人口

×男女雇用機会均等法 (P44)正式には「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律J。 雇
用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健
康の確保を図る等の措置を推進することを目的とする。1999(平成11)年 4月 の改正ては、募集 採用 配置 昇進
について女性に対する差月」を禁止するとともに、積極的改善措置 (ボ ジティブ ァクション)に対する国の援助、セク
シユアル ハラスメン トの防止に関する事業主の配慮義務なとが盛り込まれた。

※育児 介護休業制度 (P44):肯児 介護休業法 (「 青児休業、介議休業等育児又は家族介語を行う労働者の福祉に関
する法律J)|こ もとつく 1ヽ度。法は労働者が中し出を行うことによつて育児休業 介護休業を取得することを権示1と し
て認めている。2001(平成13)年 11月 に改正法が成立、育児休業や介護休業の中出や取得を理由とする不利益取扱
いの禁lLや育児又は家族介語を行う労働者の時間外労働の制限、勤務時間の短縮等の措置義務の対象となる子の年齢の
弓上げなどが盛り込まれた。

X労働基準法 :1999(平成 11)年 4月の改正ては 時間外労働、休日労働、深夜業に関する女子保護規定の撤廃なと
か盛り込まれた。

×食料 農業 農村基本法 11999(平成 11)年制定。第26条において 「女性の参画の促進J力(明記され、女性の農
業経営における役割を遁正に評価するとともに、女性が自らの意思によって農業経営及ひこれに関連する活動に参画じ
ていくことかてきるよう環境の整備を進めるという基本方向か示された。

※家族経営協定 :農業を営む家族が 経営や家庭生活のフレールについて議し合いを行い 経営方針や労働報酬、■業条
件などを取り決め それを家族間の契IIと して文書にするもの。
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[施策の方向]

①女性の就労条件整備
企業等に対して※

男女雇用機会均等法の周知徹底を図るとともに、その他の関連法制度の

周知徹底や労働管理の改善など、女性の就労条件の整備に関して、広報・啓発活動に努めま

す。

農業や自営業に従事する女性の労働条件、作業環境の改善、地位の向上等のための啓発活

動の推進、必要な知識・技術を習得するための研修機会の拡充等に努めます。

また、働く女性が差別されることなくその能力と意欲を活かせるよう、労働や就業に関す

る情報提供の充実を図ります。

(1)男女雇用機会均等法の周知徹底

(2)企業等に対する広報、啓発活動の強化

(3)農林水産業 自営業などに従事する女性支援

141情報提供の充実

商工水産課

商工水産課

農政課 商工水産課

農政課 商工水産課

②仕事と家庭生活等の両立支援
※
育児・介護体業制度がより活用 しやすいものとなるよう、制度の周知と導入促進を1/Jる

とともに、労働者自身の権利意識を啓発します。また、労働時間の短縮等、男性も女性も仕

事と他の活動 との両立を可能にする労働環境の整備に関して、企業等に対する広報・啓発活

動に努めます。

(1)青児 介譲休業制度の定着及び利用促進

(2)企業等に対する広報、啓発活動の強化

商工水産課

商工水産課
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第4章

基 本課 題 2.多 様な労 働形態 の 条件整 備

[現状と課題]

特に女性の就業については、その労働形態や内容は様々です。正社員、臨時社員、バート

タイム労働、派遣労働、従来の家内労lrllに 加えて S`OHO(在 宅労働)など、雇用形態や

働き方は、今後ますます流動化、多様化することが予想されます。女性が自ら起業する形も

生まれています。

これらの労lyl形態に対応した労働環境や条件を整備するとともに、職業能力の開発を支援

していくことが求められています。

名取市では、働 く婦人の家でパソコン技術講習会やヘルパー2級講習会が開催されていま

すが、それらをい力ヽ こ継続、拡充していくかが課題となっています。
「意lin調査Jでは、女性の i・t業の望ましい形について、「結婚や子育てなどで一時的にや

める力ヽ 子育ての時期力過 ぎたら再び職業を持つJ と答えた女性が6割近 くにのぼりますが、

そのような育児・介護等の理由で退職した女性の再雇用機会の拡充を図ることも必要です。

Q女性が望ましいと思う女性の就業のあり方

0畔 継続 0結 婚後退職 弯》
出産後退職

582

子育ての後再就職 0-生 持たない

0結 婚より仕事優先 Oそ のlt  O無 回答
(資ll:男女共同夕画に関する市民意講調査結果報告書)

[平成7年産業 従輩上の地位別人口 (15歳以上)]

■■■
総  数    31,210  18,997  12,213

雇用者     26,125  16.184   9,941

自営業主   3,074  2,“ 8   626

家族従業者    2,011     365    1,646

男 女 男 女

1000% 1000%  609%  391%

852%   814%  619%   381%
129%  51%  796%  204%

1 9%    135%   182・/.    81 8%

償 料 :国勢調査 平成7年 10月 1日 現在)

総 数

1000%

837%

98%

64%

XSOHO(Sma"of“ ce home of“ ce)1自宅や小規模な事務所を拠点に、情報通信ネットワークや情報通信機器
を活用して仕事をする在宅勤務型の計労形態をいう。
×ハートタイム労働法 :正式には「短1寺間労働者の雇用管理の改善等に関する法律J。 ハートタイム労働者の雇用条件
の改善を目的として1993〈平成5)年に制定され 適

=な
労働条件の確保 教育訓線の実施、福利厚生の充実、その

他の雇用管理の改善に関する措置、職業能力の開発及び向上に関する措置などが規定されてしヽる。
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[施策の方向 ]

①多様な労働形態の条件整備
事業主に対し多様な就労形態についての啓発活動に努め、バー トタイム労働者などの適正

な労働条件の確保及び雇用管理の改善を図ります。

②就業や再就職、起業に対する支援
女性の職業能力開発に向けて、時代のニーズに応える技術向 に、学習機会・職業.ll練機会

の拡充に努めるとともに、能力向上に関する情報提供の充実を図ります。また、事業主に対

し再雇用制度の普及・啓発に努めます。

(2)情報提供の充実

(3)企業等に対する広報、啓発活動の強化

商工水産課

商工水産課

商工水産課

ヽ

(1)パートタイム労働者などの労働条件向上 商工水産課

(1)能力開発、職業訓練機会の拡充
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1 名取市女性生き生きプラン策定懇談会設置要網

ε受置)

第1条 本市における男女共同参画社会を目指すため、安臓 について樵 寸する名取市女性生き生きプラン策定懇

談会 (以下 麟 会Jという。)を設置する。

研掌事項)

第2条 懇談会は、設置の趣旨に基づき、次の事項について調査検討する。

(1)男女共同参画社会を築くための課題に関すること。

(2)男女共同参画社会の実現のための女性行動計画に関すること。

(働力

第3条 懇談会は、委員13名以内で綱観する。

2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会力矮嘱する。

(1)公募に応募した市民

(2)学識経験を有する者

(3)社会教育関係団体の推薦する者

(4)市の職員

(5)その他女性問題に深い理解と熱意を有する者

(任期)

第4条 委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。たたし、補欠による委員の任期
`よ

前任者の残任期F・5とする。

(会長及び副会長)

第5条 懇談会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。

2 会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。

3 副会長は、会長を補左し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは その職務を代理する。

(努寺議)

第6条 懇談会は、会長力沼集し、その議長となる。

(廃お勝)

第7条 懇談会の庶務は、教育委員会生涯学習課女性青少年室において処理する。

(委つ

第8条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は、告示の日から施行する。
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資料編

2 名取市女性生き生きプラン策定懇談会委員名簿

車

―

歴lt会長

出 村 和 子

益 村 長 知 子

山 口 正 彦

山 口 正 彦

熊 谷 て 津 子

加 茂 恵 子

吉 田 芳 子

海 上 卓 也

加 藤 良 作

上 村 利 枝

小 林 和 子

吉 川 美 和 子

千 葉 和 男

瀬 野 尾 幸 子

日下 恵 津 子

尚綱女学院短期大学教授 (当時)

東北学院大学助教授 (当 1寺 )

名取市文化会館事務局長

平成9年 11月 ～平成11年 10月

平成11年 11月～平成12年3月

平成12年4月 ～現在

会 長

副会長

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

学識経験者

学識経験者

公募委員

公募委員

連合宮城仙台地域協議会名取地区会議

元農協青年部

女性の翼参加回員

名取市地域婦人団体連絡協議会

PTA関係者

市職員

市職員

市職員

一
己

(12名 )
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3 名取市男女共同参画計画策定検討委員会設置要綱

に受置)

第1条 本市における女性行政の総合的指針となる男女共同参画計画 (以下「計画Jという。)を策定するに当たり調

査及び検討するため 名取市男女共同参画計画策定検討委員会 (以下『検討委員会Jという0を設置する。

(所掌事務)

第2条 検討委員会は、次に掲ける事項を調査及び検討する。

(1)計画の策定に関すること。

(2)その他計画の策定に必要な51E。

(組織等)

第3条 検討委員会の委員は、別表第1に定める職にある者をもつてIB筒する。

2 委員の任期は、計画の策定終了までの期間とする。

(委員長及び副委員長)

第4条 検.l委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互運によつて定める。

2 委員長は 会務を総理し、検討委員会を代表する。

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代I望する。

(会議等)

第5条 検討委員会の会議は、委員長カサ召集し、委員長がその議長となる。

2 検討委員会は、必要があると認める場合は 会議に委員以外の関係者の出席を求め 説明を聴くこと力てきる。

(検討部会の設置等)

第6条 検討委員会に計画策定に係る具体的かつ専門的事項の調査研究を行うため、検.l部会 (以下「部会」という0
を設置する。

2 音陰 は、19人以内の部員で組織し、教育委員会力場いこ指名する者をもつて充てる。

3 部会長及び昌り部会長は 部員の互選によつて定める。

4 部会の会議は 部会長力必要に応じ招集する。

(庶務)

第7条 検討委員会の庶務は 教育委員会生 Fi学習課において処理する。

(委任)

第8条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、月いこ定める。

llJ 則

この要綱は 告示の日から施行する。

別表第1(第3条関係)

I RKi35,詈「鬱文+六買r艤肇昌
|           _

保健センター所長、介護俣険課長、

学校教育課長、スポーツ振興課長、

社会福祉事務所長

総務警防課長、予防課長
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資料編

4 宮城県男女共同参画推進条例

¬戎13年7月 5日公布

宮城県条例第33号

すべての個人は性月帆こかかわりなく、人として平等な存在であり 男女は その違いを認めつつ 互いの人権を十

分に尊重しなけれはならない。

宮城県においては、男女平等の実現に向けて、男女共同参画推進ブランの策定をはじめ 様々な取組みがなされて

きた。しかしなから、性別による固定的な役害1分担意識やそれに星づく社会慣行が存在している現況から あらゆる

分野ての男女平等と男女共同参画社会の実現を目指すには 県 県民及び事業者が一体となりl.合的に取り組むこと

力重要である。

少子高齢化の進展等社会経済構造の急激な変化が進む中で、県民か真に豊かで 安心とゆとりのある生活を実現し

ていくためには、男女か共にその個性と能力とを十分に発揮できる環境が整備されなければならな0、 男女力ヽ 性別
にとらわれることなく 共に対等な立i易に立つて 労働 家庭生活 地域活動などをバランスよく営むこと力て きる

新しい生活文

`ヒ

を倉1造することこそ力ヽ 今強く求められている。

すべての県民の人権か平等に保障され、男女が共に責任を分かちあう社会を構築していくため 男女共同参画社会

の早期実IICを 目指すことを決意し ここに、この条例を制定する。

第 1章 総員J

(目的)

第1条 この条,嘱ま、男女共同参画の推進に関し 基本ll・ 念を定め 宮城県 (以下 「県Jという。)、 県民及び事業者

の責務を明ら力ヽ こするとともに、県の施策の基本的事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的か

つ計画的に推進し もつて新しい生活文化を創造し 真に豊かで活力のあるttl域社会の実現に寄与することを目的

とする。

(定義)

第2条 この条,鴨こおいて 次の各号に掲ける用語の意義は 当該各号に定めるところによる。

(1)男女共同参画 男女力ヽ 社会の対等な構成員として 自らの意思によつて社会のあらゆる分野における

'茜

動に

_‐ 画する社会か確保され もつて男女力均等に政治的 経済的、社会的及ひ文化的利益を享受でき かつ 共に責

任を担うべきことをいう。

(2)積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいず

れか一方に対し 当該機会をlD極的に提供することをいう。

(3)セクシュアル ハラスメント 性的な言動により相手方の生活環境を害すること又は性的な言動に対する相手

方の対応によつてその者に不利益を与えることをいう。

(基本理念)

第3条 男女共同参画の推進は、男女力平等に個人としての尊厳力重んせられること、男女が直接的であるか間接的

であるかを問わす性別によつていかなる差別的な扱いも受けないこと あらゆる分野において男女が共に個人とし

ての能力を均等に発揮する機会が確保されることその他の男女の人権力薄重されることなとを旨として イテわれな

けれはならなし、

2 男女共同参画の推進に当たつては 固定的な性別役害り分担意識に基つく制度又は慣習その他の社会的制約力ヽ 男

女の主体的て自由な活動の選択に対して影響を及ぼすことのないよう配慮されなければならなしヽ

3 男女共同参画の推進は 家族を構成する男女力ヽ オロ互の協力と社会の支援の下に、家事、育児、介護その他の家

庭生活における活動と社会生活における諸活動に損lll的 かつ平等に参加し、両立できることを旨として 行われな

けれはならな0、

4 男女共同参画の推進は、男女の生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利が尊重されることを旨として 行われ

なけれはならなし、

5 男女共同参画のIt進は、画已偶者間その他の男女間におけるあらゆる暴力的行為 (身体的又は精神的な吉痛を言し

く与える

`ラ

為をいう。以下同じ。)の根絶を旨として 行われなけれはならない。

6 男女共同参画の推進は、国際社会の目指すべき理想の一つてあることにかんがみ 広く世界に向けた視野に立つ

て積極的に行われなけれはならない。 ゝ

(県の責務)

第4条 県は 前条に規定する基本理念 (以下「基本理念Jという。)にのつとり 男女共同参画の推進に関する施策

0責極的改善措置を含む。以下同じ。)を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
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2 県は、男女共同参画の推進に当たり、市町村、県民及び事業者と連携及び協働して取り組むよう努める。
3 県は 市町村に,寸 し 男女共同参画の推進にF_3する計画の策定や施策等に関し 技術的な助言 情報の提供その

他の必要な措置を積極的に講するよう努める。

4 県は、第1項に規定する1薔策を推進するために必要な体制を整備するとともに 財政上の措置その他の措置を講
するよう努める。

(県民の責務)

第5条 県民は、基本理念にのつとり、家庭、職i易、学校、地域その他の社会のあらゆる分野の活動に自ら積極的に

参画するとともに、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。
(事業者の責務)

第6条 事業者は、その事業活動を行うに当たつては 基本理念にのつとり 男女共同参画の推進に自ら積極的に取
り組み 男女が共同して事業活動に参画することができる体制及ひ職業生活における活動と家庭生活における活bll

その他の活動とを両立して行うことができる職i易環境を整備するよう努めるものとする。
2 事業者は 県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めるものとする。

第2章 基本的施策
(男女共同参画推進のための基本計画)

第7条 知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため 基本理念にのつとり 男女

共同参画の推進に関する基本的な計画 (以下「基本計画Jという。)を策定する。
2 基本計画は、次に掲ける事項について定める。

(1)総合的かつ長期的に講すべき男女共同参画の推進に関する施策の大詞

(2)前号に掲げるもののほ力、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
3 知事は 基本計画を策定するに当たつては 県民の意見を反映することかできるよう適切な措置を講しなければ
ならない。

4 知事は、基本計画を策定するに当たつては、宮城県男女共同参画審議会の意見を聴かなけれはならなし、
5 知事は 基本計画を策定したときは 速や力ヽ ここれを公表する。

6 前3項の規定は、基本計画の変更について準用する。

(男女の均等な登用の推進等)

第8条 県は、附属機関を組織する委員その他の構成員の選任に当たつては、附属機関の設置及び構成員の選任等に

関する条例 (平成12年宮城県条例第113号)第3条の規定に基つき 男女の均等な登用に努めなけれはならなしヽ
2 県は 男女共同参画社会の推進のための教育や研修の機会を充実し 人材のま成に努めるとともに、女性の人材
に関する情報をl● 極的に1又集、,舌用又は提供するよう努めなければならない。

(男女の共生教育の推進)

第9条 県は 男女が生涯にわたつて共に明るく生き力ヽ のヽある社会を構築するために、あらゆる教育の場を通して

人権尊重の精神を基盤とした個人の尊厳 男女平等 男女相互の理解と協力についての意識をはくくむよう努める。
(農林水産業及び自営の商工業の分野における男熱のパートナーシップの確立)

第10条 県は 農林水産業及び自営の商工業の分野において女性力注体性を活かし、その能力を十分に発揮じ 正当
な評llを受け、対等な構成員として方針の立案及び決定の場に参画する機会が確保される社会を実現するため、必

要な環境整備を推進する。

第3章 男女の精神的 身体的権利侵害と差別の禁止
帷別による権利侵害の禁止)

第11条 何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならなし、
2 何人も あらゆる場において、セクシュアル ハラスメントを行つてはならない。
3 何人も あらゆる場において、つきまとい等及びストーカー行為 (ス トーカー行為等の規制等に関する法律 (平

成12年法律第81号)第 2条第1項に規定するつきまとい等及び同条第21頁に規定するストーカー行為をいう。)を行
つてはならない。

4 何人も あらゆる場において 男女間における暴力的行為を行つてはならない。

(公衆に表示する情報に関する留意)

第12条 何人も、公衆に表示する情報において、性月

"こ

よる役害1分担の固定化又は女性に対する暴力的行為を助長し

又は連想させる表現を行わないよう努めなければならなし、

５^５̈
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第4章 男女共同参画の推進体制
(拠点施設の整備)

第13条 県は、西開 者間その他の男女間における暴力的行為の被害者の保護及び支援並ひにセクシユアル ハラスメ

ントの被害者からの相談への適切な対応等、当該被害者の自立を総合的に支援する拠点施設を整備する。

(調査研究)

第14条 県は 男女共同参画の推進に関する施策、社会における制度又は慣行が及ぼす影響及ひ男女共同参画の推進

を阻害する問題に関して必要な調査研究を行い、その成果を男女共同参画の推進に関する施策に適切に反映させる

よう努めなければならなし、

(民間非営利活動団体との連携及び協働)

第15条 県は、男女共同参画社会の実現のため、民間非営不り活動団体 (宮城県の民間非営利活動を促進するための条

l・l(平成10年宮城県条例第36号)第 2条第2項に規定する民間非営ネじ嵩動団体をいう。以下同じ。)との連携及び協

働を図る。

2 県は 民間非営利活動団体力|テう男女共同参画に貢南ヽする活動について、支援及ひ促進を図る。

(年次報告)

第16条 知事は、毎年、男女共同参画の推進状況及ひ男女共同参画の推進に関する施策の実施状況を明ら力ヽ こする報

告言を作成し 議会に報告するとともに これを公表しなけれはならなし、

第5章  相談及び苦情処理
第17条 知事は 1■月Щこよる差月J的取扱いその他の男女共同参画の推進を阻害する要因による人権侵害にF_3する県民

又は事業者からの相談の適切な処理に努める。

2 知事は、県が実1包する男女共同参画に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及はすと認められる施策に関

する県民又は事業者からの苦情の適切な処理に努める。

3 ス1事は 第1項の相談及ひ第2項の吉情を処理するため、男女共同参画相談員 (以下「相談員JというDを貢く。

4 相談員は 次に掲げる事務を行う。

“

)県民又は事業者からの相談及び苦情に応すること。

(2)前号の相談及ひ苦情を処理するために必要な調査、指導及び助言を行うこと.

「
D 相談員は 前項の事務を行うに当たり 必要に応して 関係行政機関と連携するものとする。

第6章  富城県男女共同参画審議会
(宮城県男女共同参画審議会)

第18条 基本計画その他男女共同参画に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査審議するため 知事のlll

属機関として宮城県男女共同参画審議会 (以下 i審議会Jという。)を置く。

(組織)

第19条 審議会は、知事が任命する委員20人以内で組織する。

2 男女のいすれか一方の委員の数は 委員総数の10分の4未満とならないものとする。たたし、知事力やむを得な

い事情かあると認めた場合は この限りてはない。

3 委員の任期は2年とし、補欠委員の任期は、前任者の残llttF.3と する。たたし 再任を防けなしヽ

4 審議会に 会長及ひ副会長を置き、委員の互選によつてこれを定める。

5 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

6 会長に事故があるときは 冨1会長力ヽ その職務を代llTする。

(会議)

第20条 審議会の会議は、会長カサ召集し、会長力議長となる。

2 審議会は 委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

3 会議の議事は 出席委員の過半数て決し 可否同数のときは 議長の決するところによる。

(専門委員)

第21条 専P月の事項を調査するために必要があるとさは、審議会に専門委員を置くことができる。

2 専門委員の任期は、専門の事項に関する調査が終了するまでとする。

(運営事項の委任)

第22条 この章に定めるもののほか、審議会のiB織及び運営について必要な事項は、会長か審議会に諮つて定める。      )

｀
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第7章 雑則
(規則への委■)

第23条 この条例に定めるもののほか、この条例のMテに関し必要な事項は 規則で定める。

ll 則
(Mテ期日)

1 この条例は 平成13年8月 1日から施行する。

(附属機関の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条ltlの一部改正)

2 附属概F_3の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例 0召和28年宮城県条例第69号)の一部を次の

ように改正する。

別表に次のように加える。

宮城県男女共同参画審議会の委員及び専P月委員 8級出席 1回につき 11700円

5 女性行政のあゆみ

… …

    薇
■国際婦人年 ■婦人問題企画構造本部設置

1』:路    :1][[,Ii[R言    
婦☆冨冨:冒醤湯竃

議設置

1976年
(1召 511つ

1977年
(昭52年)

1979年
(昭54年)

1980年
(昭55年)

1981年
(昭56年)

1984年
(昭59年)

1985年
(1召60■→

1986年
(昭61年 )

1987年
(昭62年)

1989年
(平元年)

■ 1国連婦人の十年Jスタ
ート(～ 1985)

■民法一部改正 (婚姻後
の姓の自由選択)

■国内行動計画策定

■「女子差別撤廃条約Jに

署名

■国内行動計画後期重点日

標策定

■婦人行政窓口を生活環
境部県民課に設置

■「女子差別撤廃条約」採択

■「国連婦人の十年中間年
世界会議」開催(コ ベンハー

ケン

ロ「女子差別撤廃条綱 発効

口『国連婦人の十年最終年

世界会議]開催(ナイロビ)

■『西暦2000年に向けての

婦人の地位向上のためのナ

イロビ将来戦略J ttlR

■婦人関係行政推進庁内連

絡会議を設置

■生活福ll部 婦人青少年課

設置

■婦人間題懇腋会を設置

■みやぎ婦人施策の方向―

21世紀への助走―を策定

■北海道 東北 関東地区
帰人間題lr違地域会lltを 開

催

■『女子差Яl撤廃条約1を
批准

■男女雇用機会均等●1公布

■男女雇用機会均等法施行
及び改正労働基準法施行

日西暦2000年 に向けての

新国内行動計画策定

■ f新学習指導要領」告示

(中 高での家庭ll男 女共修)
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… …
1鞘 filit雹

饉務

■世界人権会議開催

(ウ ィーン)

■「第4回世界女性会議」
開催(北京)「it京 宣言及
01ラ動綱領J採択

■国連特別総会
「女性2000年会議J

(ニ ユーヨーク,

■西贋2000年 に向けて
の新国内行動計画(第 1次

改定)を策定

■青児体業法公布

■育児体業法施行
日婦人F.5題担当大臣創設

■′ヽ―トタイム労働法施行

日男女共同参画推進本部発足
■男女共同参画室設置

■育児休業法改正(介護休
業制度の去制イヒ)

■『男女共同参画ビジョИ
答申

薔「男女共同参画2000年ブ

ラン]策定

■男女雇用機会,,等法改
正公布

■男女共曰参画審議会設
置法公布 施行

■男女雇用機会均等法及
び労働基準法改正施行
日『男女共同参画社会塁

本法」公布 施行

日『男女共同多画基本言1画 j

間議決定

■男女共同参画週間を設置
(13年度より実施)

■中央省庁等改革
■『男女共同参画会議J設置
■男女共同参画局設置

■DV防止法施行

■生活福祉部女性政策課
設置

■女性問題想談会設置

■環境生活部女性政策課
に組織改正

■男女共曰参画に関する

県民意識調査

■男女共同参画lt進 委員
会設置

■みやぎ男女共同参画推
進フラン策定

■環境生活部女性青少年
課に組織改正

■「みやきの女性史J発

`,

■環境生活部男女共同参
画推進課に組織改正

■富城県男女共同参画推
進条例年1定

■青少年室を女性青少年室
に名称変更し48当 設置
■名取市女性生き生き,ラ
ン策定懇談会設置

資料編

|||「 ‐
■十IJ I‐ |

■みやき帰人施策構進基
本計画‐男女共同多加型社
会の形成をめざして‐策定

1991年
(平 3年 )

1992年
(平 4年)

1993年
(平5年 )

1994年
(平 6年 )

1995年
(平7年 )

1996年
(平8年)

1997年
(平9年)

1998年
(平 10年 )

1999年
(平 11年 )

2000年
(平 12年 )

2001年
(平 13年)

2002年
(平 14年)

■男女共同参画に関する市
民意識調査

口名取市男女共同参画言1画
策定検討委員会設置

■名取市女性生き生き,ラ ン

策定懇談会から提言書提出

■名取市男女共同参画言1画
Hand in Hand 21策 定
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6 男女共同参画に関する用語

あ行
0青児 介雲休業法(P44):正式には「育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律Jに もとつく市1度.法は労働者が申し出を行うことに

よつて育児体業 介護休業を取得することを確flと して

認めている。2001(平成13)年 11月 に改正法が成立、

育児体業や介護休業の申出や取得を理由とする不利益取

扱いの禁止や育児又は家族介護を行う労働者の時F・1外労

働の制限、勤務時間の短縮等の措置義務の対象となる子

の年齢の弓上けなどが盛り込まれた。

●イコール ′ヽ―トナーシップ :男女力Ч生別にかかわり

なく互いの人権を尊重し 自らの意思によつて社会のあ

らゆる分野の活動に参画する機会が確保され、お互いか

支え合|ゝ 権利も責任も分かち合える関係。

●NGO(Non Co.ernment O"an zaton) 非政府組

織と訳される。国連が名付け親。NPOに含まれ 海外協

力や国際交流に携わる団体が多し、

CNPO(Non pront Organization)1民 間非営利組織

と訳される。福祉 人権、環境 まちづくり その他多

様な分野て自主的 自発的に活動する営利を目的としな

い民間の組織。

●エンゼルプラン :1994(平成6)年 12月 に文部 厚

生 労働 建設の4省合意により策定された子育て支援

のための総合的な計画。1995(平成7)年度からの10

年計画。少子化時代において 安心して子ともを生み育

てることができるよう、福祉、保健医療 教育 労働、

住宅等の面での条件整備など力法 り込まれている。地方

自治体においても地域の特性に応した地方版エンセルブ

ランを策定すること力望まれている。

か行
0家族経営協定 :農業を営む家族力ヽ 経営や家庭生活の

ルールについて話し合いを行し、 経営方計や労働報酬、

就業条件なとを取り決め、それを家族間の契約として文

書にするもの。

さイテ
0ジエングー(P14)男 らしさ、女らしさのように社会

的 文イヒ的 歴史的に形成された性別のこと。生I・l学的

な性別 (Sい と区別して用いられる。

●食料 凛牽 農村塁本法 :1999(平成11)年制定。

第26条において「女性の参画の促進Jが明記され 女性

の農業経営における役害」を適正に評価するとともに、女

性が自らの意思によつて農業経営及ひこれにF_5連する活

動に参画していくことができるよう環liの整備を進める

という基本方向力示された。

●女性2000年会議(P5):21世紀に向けての男女平等

開発  平不口 (VVomen2000 1 9ender equaly deve10p―

mmt and peace 10「 the lven,輌 d cenluv)が、6月 5日

から9日 まてニコーヨークの国連本部で開かれた。この

会議はこれまで開催された4回の女性会議とは位置つけ

か異なり 国連特別総会として行われた。そのためNGO
フォーラムは開催されす 代わりにNGOオルタナテイ

フ レポートを作成して、NGOの意見を2000年会議に

反映させた。

●女性のエンパワーメント(P281:「力(パワー)をつける

こと1をいう。女性が自分自身の生活と人生を決定する

権利と能力 多様な選択肢をもち 社会的 経済的 政

治的な意思決定過程に参画することを意ltする。個人的

に力をつけるだけでなく 女性たち力漣帯して力をつけ

ていくという意味合いも含む。

●セクシユアル ハラスメント(P20)i性差別の具体的

な現れとして職場や学校で起きる性的嫌からせを指す。

相手の意に反した性的な性質の言動で、身体への不必要

な接触、性的関係の強要、1■的なうわさの流布、衆目に

触れる場所へのわいせつな写真の提示なとが含まれる。

O S O H0 6mttorce hme dicel(P4511自 宅や

小規模な事務所をlll点 に、情報通信ネットワークや情報

通信機器を
'舌

用して仕事をする在宅勤務型の就労形態を

いう。

た行
0第4回世界女性会議(P51:1995年 9月 に北京で開催さ

れた世界女性会議。これまでの女性会議の3つのテーマ、

平等 開発 平和のスローガンに・アクション フォー・

という言葉が加わり、結果の平等をめざすための行動を

とう起こすかが焦点となつた。キーワードは女性のエン

パワーメントと男女のパートナーシッス 隊 性に対する

暴力Jは過去3回の女性会議になかつたもので、北京会

議て大きく取り上げられた。

0男女共同参画社会(P411女性も男性も、お互01こその

人権を尊重し、喜びも員任も分かち合いなから 性潟Шこ

とらわれることなくあらゆる分野でその個性と能力を十

分に発揮できる社会.

0男女共同参画社会基本法(P5)1男女共同参画社会の形

成に関する基本理念として、①男女の人権の尊重、②社

会における制度又は慣行についての配慮、C政策等の立

案及び決定への共同参画 ④家庭生活における活動と他
の活動の両立 ⑤国際的協調を定め、国や地方公共団体、
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国民のそれそれの員務を明ら力ヽ こしている。

●男女雇用機会均等法(P441i正式には「雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

制 。雇用の分野における男女の均等な機会及び 寺追の確

保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及

び出産後の健康の確保を図る等の措置をlt進することを

目的とする。1999(平成11)年4月 の改正では、募

集 IT用 、配置 昇進について女性に対する差別を禁止

するとともに 積極的改善措置 (ボジティフ アクショ

ン)に対する国の援助 セクシュアル ハラスメントの

防止にF_3する事業主の配慮義務なと力淫 り込まれた。

●ドメスティック ′ヽイオレンス(P20)1夫や恋人など

からの暴力。婚姻の有無を問わず親密な関係にある男女

間の暴力を指す。殴る蹴るなとの身体的暴力、手紙の無

断聞封などの精袢的皐力、セックスの強要や避妊への非

協力なとの性的暴力などがある。略称DV。

はイラ
●バートタイム労働法 :正式には「短時F.5労働者の雇用

管理の改善等に関する法制 。バートタイム労働者の雇用

条件の改善を目的として1993(平成5)年に制定され

適正な労働条件の確保 教育訓練の実施、福利厚生の充

実 その他の雇用管理の改善に関する措置、職業能力の

開発及び向上に関する措置など力慌 されている。

●ポジティブ アクション 1過去における社会的構造的

な差別によつて現在不利益を被つている集回

“

Lや人種

的マイノリテイー】こ対し、一定の範囲で特別な機会を提

供すること等により 実質的な機会均等の実現を目指す

暫定的な措置。男女共同参画社会基本法では [積極的改

善措置J(第 2条 第8条0と して法制化。

ら行

0リ プロダクティブ ヘルス/ライツ (性と生殖に関す

る健康/権利)(P23)11994年の国際人口 F.5発会議に

おいて提唱され、今日個人 特に女性の重要な人権の一

つとして認識されるにいたっている。その中心課題には、

いつ何人子ともを産むか産まないかを選′ヽ自由、安全で

満足のいく性生活、安全な妊娠 出産、子どもが望まれ

て健康に生まれ育つこと等が含まれている。

●労働塁率法 11999(平成11)年 4月 の改正ては、時

間外労働、休日労働、深夜業に関する女子保護規定の撤

廃など力灌 り込まれた。
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